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申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

上下水道局 上下水道総務課 

許認可等の内容 農業集落排水事業受益者分担金減免申請に対する決定 

根拠法令等及び条項 
栃木市農業集落排水事業受益者分担金に関する条例施行規程第９条第

１項及び別表第２ 

標

準

処

理

期

間 

根拠条項 未設定 

設定等年月日 
平成  年  月  日設定 

平成  年  月  日最終変更 

標準処理期間  日 

審

査

基

準 

根拠条項 
栃木市農業集落排水事業受益者分担金に関する条例施行規程第９条第

１項及び別表第２ 

参考事項  

設定等年月日 
平成２２年 ３月２９日設定 

平成３０年 ４月 １日最終変更 

【 基 準 】 

栃木市農業集落排水事業受益者分担金に関する条例施行規程第 9条 

（分担金の減免） 

第９条 条例第６条の規定による分担金の減免基準は、別表第２に定めるところによる。 

別表第２（第９条関係） 

該当する受益者 
免除又は減額の対象と

なる主な施設等 
該当する主な用途 

減ずる割合

(％) 

国又は地方公共

団体 

国又は地方公共団体が

公共の用に供し、又は供

することを予定してい

る施設 

公園 免除 

国又は地方公共団体が

公用に供し、又は供する

ことを予定している施

設 

一般庁舎 ５０ 

学校、図書館 

公民館 

社会教育体育運動施設 

７５ 

社会福祉の用に供する

施設 

保育所、養護老人ホー

ム 

７５ 

国又は地方公共団体が

その企業の用に供して

いる施設 

上水道事業 ２５ 

地域住民が組織

している公共的 

地域住民が組織してい

る公共的団体が公共の 

公民館、集会所 ７５ 
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団体 用に供し又は供するこ

とを予定している施設 

 

  

公の生活扶助を

受けている受益

者その他これに

準ずる特別の事

情があると認め

られる受益者 

  免除 

その他分担金を

減免する必要が

あると認める施

設に係る受益者 

学校教育法第１条に規

定する学校で私立学校

法第３条に定める学校

法人が設立するものに

係る施設（管理者、職員

等の住居に使用する建

物を除く。） 

学校、幼稚園 ７５ 

宗教法人法第２条に掲

げる団体が同法第３条

に規定する目的のため

に使用する施設 

神社、寺院及びこれに

類するもの 

５０ 

社会福祉法第２条に規

定する事業で同法第２

２条に規定する社会福

祉法人が経営する施設

（管理人等が住居に使

用する建物を除く。） 

保育所 

養護老人ホーム 

７５ 

消防団が所有又は使用

する車両、器具等の格納

に係る施設 

 免除 

その他市長が特に減免

する必要があると認め

た施設 

 その状況に

応じて市長

が定める。 
 

 

 

  


